
 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆届出の契機が同じものは１回で 

健康保険、厚生年金保険、雇用保険等の適用事務に係る事業主の事務

負担の軽減および利便性の向上のため、健康保険法等に基づく手続き

のうち届出契機が同一のものを一つづりとした届出様式（「統一様式」）

を設け、統一様式を用いる場合はワンストップでの届出が可能となり

ます。現在、令和２年１月１日の施行に向けて省令の整備中です。 

◆改正の内容 

次の①～④に掲げる届書については、届出契機がそれぞれ同一である

ことから、届書の届出先を経由して届出できるものとされます。 

①健康保険法および厚生年金保険法に基づく「新規適用届」、雇用保険

法に基づく「適用事業所設置届」並びに労働保険の保険料の徴収等に

関する法律に基づく「労働保険関係成立届」②健康保険法および厚生

年金保険法に基づく「適用事業所廃止届」並びに雇用保険法に基づく

「適用事業所全喪届」③健康保険法および厚生年金保険法に基づく「資

格取得届」並びに雇用保険法に基づく「資格取得届」④健康保険法お

よび厚生年金保険法に基づく「資格喪失届」並びに雇用保険法に基づ

く「資格喪失届」 

◆「労働保険関係成立届」に関する改正省令案を諮問 

 上記の届出のうち「労働保険関係成立届」に関する改正省令案が去

る６月、労働政策審議会に諮問されました。その内容は、徴収法第４

条の２に規定する労働保険関係成立届について、対象事業（※）の事

業主が、健康保険法および厚生年金保険法上の「新規適用届」または

雇用保険法上の「適用事業所設置届」に併せて提出する場合において

は、年金事務所、労働基準監督署または公共職業安定所を経由して提

出することができるものとする、というものです。 

※本省令改正により、年金事務所、労働基準監督署または公共職業安

定所を経由して届け出ることができる事業は、一元適用の継続事業（個

別）とされます。この場合において、事業主が提出する概算保険料申

告書についても同様に、年金事務所、労働基準監督署長または公共職

業安定所長を経由して提出することができるものとされます。なお、

今回省令案が公表されたのは保険関係成立届のみでしたが、これ以外 

の適用事業所の設置・廃止の届出、被保険者資格の資格・喪失の届出 

についても来年１月の施行に向けて順次公表されると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正法では、中央省庁や地方自治体の障害者雇用水増し問題に対応し

た再発防止策や、民間企業における短時間労働（週 20 時間未満）の障

害者への雇用機会の確保、中小企業における障害者雇用の促進が盛り

込まれました。改正の主な内容は以下のようになっています。 

◆中央省庁、地方自治体への措置 

今回の改正では、昨年、中央省庁や地方自治体で起きた障害者雇用水

増し問題を受けて、厚生労働省が「障害者活躍推進計画作成指針」を

定め、各省庁や地方自治体はその指針に即して、障害者活躍推進計画

を作成・公表を義務付けることになりました。また、障害者を解雇す

る場合にはハローワークへの届出が義務化されることになりました。 

さらに、障害者の雇用状況を明確に把握するために、民間企業と同様

に障害者手帳の写し等の確認書類の保存の義務化、雇い入れる際の障

害者の確認方法の明確化などが盛り込まれました。 

◆企業に関連する改正内容は？ 

 民間企業を対象とした改正として、現行の法定雇用率に算入できな

い短時間労働（週 10～20 時間）の障害者を雇用する企業に特例給付金

を支給する仕組みが創設されることが盛り込まれました。また、障害

者雇用に関する取組みが優良な中小企業に認定制度が新たに設けられ

ることになります。現在の障害者雇用制度では、従業員を 45.5 人以上

雇用している企業は障害者を１人以上雇用する義務が定められている

にもかかわらず、まったく雇用していない企業（障害者ゼロ企業）が

多いなど、障害者雇用への取組みが停滞していることへの打開策とし

て期待されています。これらの改正に関する具体的な要件や評価項目

については、施行までに検討され、明らかになる予定です。 
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業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

改正障害者雇用促進法の概要 

（令和２年４月から） 

労働社会保険の届出がワンストップで可能に 

（令和２年１月から） 


